
 

 

 

 

個人売買の注意点 

自動車売買契約書を

締結する前の注意点 
相手をよく知る。自動車買場契約書は 

重要だか、これは、決め事の証拠に 

なるだけで、そこに書かれている事が 

必ず履行されるとは限らない。 

 

１.まず、車検証を見て、所有者欄と使用者欄を

確認する。 

 →名義変更に必要なのは所有者の印鑑証

明書、譲渡証明書に印鑑証明書印押印した

ものと印鑑証明書印押印した委任状が必

要となる。所有権がデイラーや信販会社に

なっている時は、売買できない事もあるの

で注意が必要です。 

ローンの支払いが残っている時は、そのま

までは売買できません。 

２.買主が、購入した車輌の、車庫証明がとれる

状況にあるかを確認する。 

→前回取れても、同じ場所で車庫証明を今

回、取れないケースもある。何故か、それ

は、前の車と今回の車のサイズが違うから

です。車庫証明がスムーズに取れないと、

名義変更ができない事になり売買契約し

ても結局ダメです。車庫証明は、警察署の

実地調査があるので、ケースバイケースな

ので注意。 

３.なるべく高い車輌はネットでは買わない 

→現車確認できない車は、買わないほうが 

良いと思います。ネットに何台も個人を装

って実は悪徳業者のケースが、あります。 

現車は送られてきた。しかし、名義変更が

出来ない車輌を何台か見ました。先に現車

が来たことで安心してしまい、お金を振り

込んだ 25０万円希少車でした確かに相場

的に安かった)あとで、弁護士さんの登場が

必要となりました。 

極端に良い話はない、相場

の１０万以上安く、個人売

買で買えたら OK としまし

ょう 



重要ポイント 

1. 相手を知る ここが一番重要名前・住所・電話番号など相手の連絡先はできる限り詳しく確認しておきましょう。 

       また相手に名義変更できる条件が揃っているか確認する。(例えば自動車の保管場所があるか、相手が未成年者かどうか？) 

２．自動車売買契約書を交わす 

自動車売買契約書を交わす目的は 

     ① 契約内容の履行を促す 

     ② 契約の不履行・違反などがあった場合、損害賠償請求・告訴などの証拠となる 

３．契約を履行する。車輌の引渡し、売買代金の支払い及び受領、名義変更の完結をクリアーにしなければならない。 

お金を振り込んだのに、車の引渡しをしてもらえないとか、車を引渡ししたのに、名義変更をしてもらえない又 

個人売買した車に、聞いていなかった傷があったなどが注意点です。 

オークションなどによる個人売買では、取引相手が、ほとんどの場合初対面になりますので、相手の確認、 

トラブルにならない、又はなった時に、被害を最小限に抑えられる事前の準備が必要になります。 

もちろん友達等との個人売買でも、トラブル回避の準備は、しておくべきです。 

※実際には、トラブルが起きて裁判とかになると、弁護士さんに払う費用だけで、元々のメリットが無くなりますので。 

また自動車売買契約書は、単なる証拠書類となるだけですが、【最低必要条件】と心得よ。裁判も、 

自分の思う方向にいかないケースが多い。自動車の売買は、現物を見て買う事ができる範囲で行うのが良いと思う。 

極端に良い話はないと、思ってください。 

 



 名義変更に必要な書類 
 

 

車を個人売買する場合、名義変更手続きを売る側・買う側のどちらかがするわけですが、通常は売る側が必要書類を揃えて

必要事項を記入し、その書類を持って買う側が名義変更を行うのが、手続きがスムーズにいくかと思われます 

   ※買う側が名義変更の手続きを行うことを前提に一般的に必要となる書類等 

車を売る側が用意する書類 車を買う側が用意する書類 

1 印鑑証明書 (市町村役場にて取得) 

2 譲渡証明書 (用紙はダウンロードできる実印で押印) 

3 委任状 (用紙はダウンロードできる実印で押印) 

4 車検証(自動車検査証) 

5 自動車税納税証明書 

6 自賠責保険証明書 

7 自動車リサイクル券 

1 印鑑証明書 (市町村役場にて取得) 

2 自動車保管場所証明書 (車庫証明警察署にて取得) 

3 申請書 OCR 用紙等 (陸運支局登録印紙販売所等にて有料で買う) 

4 手数料納付書 (用紙は陸運支局登録印紙販売所等にて無料で貰える) 

5 自動車税・取得税申告書 (用紙は陸運支局登録印紙販売所等にて無料で貰える) 

6 印鑑(印鑑証明書印) 

 

※その他必要な書類が必要となるケースがあります。 

 

 

 

 



自動車売買契約書            (例) 

第 1 条（本契約の目的）売主 国土 一郎 (以下、甲)が所有の自動車を買主 運輸 太郎 (以下、乙)に売り、乙はこれを甲より買い受けるものとする。 

第 2 条（名義変更）当該車両の移転登録申請は、平成 22 年 3 月 20 日までにおこなうものとする。甲は乙に名義変更に必要な書類を渡すものとする。その、書類の取得にかかる

負担は甲が負担する。乙は名義変更に要した費用を負担するものとする。又、甲は、必要な書類を乙に請求された時は乙に協力するものとする。 

第 3 条（登録後車検証の交付）乙は移転登録後の新車検証の写し(コピー)を、平成 22 年 3 月 30 日までに甲に渡すことを約するものとする。これに違反したときは甲に乙は 50,000

円を支払わねばならない。   

第 4 条(車両引き渡し日と車両引き渡し後の事故) 車両の引き渡しは、平成 22 年 1 月 20 日とする。引き渡し時には、甲と乙は、当該車両に同乗し、必ず走行を試し、甲は乙に操作上

の疑問に答えることとする。 車両引渡し後の事故等については、乙の責任においてすべての処理をおこない、乙は甲に一切の迷惑をかけないものとする。 

第 5 条（売買代金と支払方法）乙が甲に支払う売買代金は、車両価格 500,000 円及び、その他の自動車税等    35,600 円の合計額 53.5600 円を支払う。支払い先は、甲指定の

銀行口座とし、平成 20 年 1 月 20 日までに振り込みを完了するものとする。 

第 6 条（契約解除損害金）甲乙の一方が契約の解除を申立てた際には、契約者の相手に対して、遅滞なく 損害金 100,000 円を支払うものとする、ただし甲の管理責任により引渡し

日までに当該車両に大きな変化があった場合は、乙は損害金なしに契約解除できるものとする。 

第 7 条（瑕疵担保期間）瑕疵担保期間内は引き渡しの日から６カ月とし、乙の責任とはならない瑕疵が発見された場合は、甲の責任においてこれを修理するものとする、 

ただし、特約事項に瑕疵修理時の負担割合に記載があったときは、記載のとおり負担を分け合うものとする。 

第 8 条（その他）本契約に定めのない事項が生じた時には信義誠実の原則に従い、双方誠意をもって協議し解決するものとする。 

第 9 条本契約に関し、万一訴訟等を提起する場合は、甲が居住の管轄裁判所とする。 

第 10 条 (特約事項) 

瑕疵担保割合 甲 70%乙 30%とする                                         

 この契約にあたり、名義変更等が確実に実行できる状態にあるかどうか確認し甲乙で話し合う。              

 

売買対象車両  

登録番号札幌 501 さ 1234 車台番号 U66W-0001770 (走行距離)55.235 km( 車検満了日)平成 21 年 3 月 31 日 

 

上記契約の証として本契約書を 2 通作成し、甲乙双方署名捺印し、各自 1 通を保有するものとする。 

 

平成 22 年 1 月 15 日 

 

売主(甲)住所札幌市白石区東札幌４条１０丁目５番１０号 電話 011-881－＊＊＊＊ 

      

氏名  国土 一郎             ㊞ 

 

買主(乙) 住所札幌市東区北 28 条東 1 丁目 2 番 3 号     電話 011-866－＊＊＊＊ 

      

氏名  運輸 太郎            ㊞ 

 

国
土 
運
輸 

※ 必ず自動車検査証のコピーと運転免許証のコピー 

をこの契約時に添付するようにした方がよい。 

 

いわゆる諸費用 自動車税、自賠責保険料、重量税の未

経過分の月割。リサイクル料など話し合ってください。 

未経過分は買主の負担のケースが多い。 


